
2023.3.22

    「水道施設耐震工法指針・解説2022」（初版）に誤りがありましたので、以下のとおり訂正いたします。

頁 訂正箇所 誤 正

107 1行目 地形影響による地震動の～ ①地形影響による地震動の～

〃 3～6行目

①構造物のせん断～
②設計地震動レベルを～
③施設外への～
④異種構造物接続部～

②構造物のせん断～
③設計地震動レベルを～
④施設外への～
⑤異種構造物接続部～
(項番繰り上げ)

130
表-4.5.6
”復旧性”列　最下段

せん断力≦せん断耐 せん断力≦せん断耐力

頁 訂正箇所 誤 正

17
表-参1-3.3
”記録場所”列　5行目

K-net南郷（NS) K-net築館（NS)

18
表-参1-3.3
12行目

No.11 K-net築館～ （削除）

〃
表-参1-3.3
13行目～23行目

No.12 K-net鳴子
　～
No.22 K-net追分

No.11 K-net鳴子
　～
No.21 K-net追分
(項番繰り下げ)

21 表-図1-3.3

139 21行目、25行目 柔伸縮目地管路 柔構造継手管路

〃 24行目 鎖伸縮目地管路 鎖構造継手管路

〃 29行目 剛伸縮目地管路 剛構造継手管路

141 図-参2-1.1 ア）柔伸縮目地 ア）柔構造継手

次頁に続く

Ⅰ 本編

別表-参-21のとおり
(図面の追加)

水道施設耐震工法指針・解説2022（初版）正誤表

Ⅱ 参考資料編



頁 訂正箇所 誤 正

142 図-参2-1.2 イ）鎖伸縮目地 イ）鎖構造継手

148
表-参2-1.7
”耐震性”列 1行目

鎖伸縮目地管路 鎖構造継手管路

149
表-参2-1.8
”耐震性”列 1行目

柔伸縮目地管路 柔構造継手管路

252
表-参3-6.6

"せん断ひずみ10
-3
"列

"粘性土"（3行目）
123N

0.0777
122N

0.0777

252
表-参3-6.6
注の2つ目

・表層地盤では～の値を用い、

・応答変位法の地震時地盤変位の地
盤固有周期TGを求める際、せん断弾

性波速度VSは10
-3
レベルとする。

405

表-参4-1.3
荷重組合せ係数γpと荷重

係数γq

頁 訂正箇所 誤 正

3)-214
DVD収録

表-2.1

E-mail：gijutsu@jwwa.or.jp          

別表-参-405のとおり
(記載位置のずれ)

Ⅱ 参考資料編

Ⅲ 設計事例編

別表-例-3）-214のとおり
(記載内容の訂正)
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別表-参-21(正のみ)

「TCG014　茂木」と「HKD127　追分」の間に図を挿入
（表-参1-3.5との整合）

図-参1-3.3　レベル２地震動に用いる代表的な波形（Ⅰ種地盤）（２/２）



別表-参-405(誤)

×



別表-参-405(正)



別表-例-3）-214(誤)



別表-例-3）-214(正)

※

※
（地震動評価結果の地表面、工学的基
盤面の応答スペクトルを用いる）

方法2
地域防災計画等の想定地震動を
使用する

※
（想定地震動の地表面、工学的基盤面
の応答スペクトルを用いる）

設定方法
静的線形解析に用いる設計地震動

（震度法等）

方法1

本設計事例への適用性

×
（未実施であり入手不可）

○
（県から入手可）

○
（公表データから入手可）

○
（小規模施設であり適用可）

(適用範囲の明記必要)

方法3

当該地点と同様な地盤条件（地
盤種別）の地表面における強震
記録の中で、震度6強～震度7の
記録を用いる

方法4
兵庫県南部地震の観測記録を基
に設定された設計震度、設計応
答スペクトル

※
（強震記録の応答スペクトルを用い
る）

「2009年版指針総論解説編Ⅲ」の
設計応答スペクトル等を用いて設
定する

震源断層を想定した地震動評価
を行い、当該地点での地震動を
使用する

方法1、方法2、方法3においては、原則として静的線形解析を適用しない。ただし、方法4と同程度
以上の地震動であることや応答特性を考慮し、適用可能と判断し、比較検討することとした。


